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総括 

 

次ページ以降に、本調査研究の総括として、以下の一覧表を示す。 

 

１ 各国地域のPPH の実効性に関する統計情報分析概要一覧 

２ 各国地域のPPH 及び他の主な早期権利化手段概要一覧 

 

１は、PPH の実効性に関する統計指標として、 

 

・特許査定率    ・・・通常出願、PPH 出願 

・FA が特許査定となる割合  ・・・通常出願、PPH 出願 

・OA の回数    ・・・通常出願、PPH 出願 

・審査請求からFA までの期間 ・・・通常出願、PPH 出願 

・審査請求から最終処分までの期間 ・・・通常出願、PPH 出願 

・PPH 申請からFA までの期間 ・・・PPH 出願のみ 

・PPH 申請から最終処分までの期間 ・・・PPH 出願のみ 

 

の分析結果の概要をまとめたものである。詳細は、第４部を参照されたい。 

 

２は、PPH 及び他の主な早期権利化手段の概要を、PPH の実効性を把握する観点から、

現地法律事務所及び知財庁の主な見解を整理したものである。詳細は、第２部を参照され

たい。 
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１ 各国地域のPPH の実効性に関する統計情報分析概要一覧（続き） 

マレーシア（MY）、ブラジル（BR）、米国（US） 

※219  

                                            
19 USPTO "Advancement of Examination Petitions", URL: https://www.uspto.gov/patents-application-process/peti

tions/timeline/advancement-examination-petitions 

なお、上記ウェブサイトの統計情報は定期的に更新されており、過去の統計情報は掲載されていない 

国 特許査定率 FAが特許査定となる割合 OA回数

MY

③の平均値

2016：83.3%（68.8%）

2017：100％（12.5％）

2018：N/A（100%）

公開情報

2017：100.00%（-）

③の平均値

2016：83.3%（59.4%）

2017：50.0％（8.9％）

2018：N/A（100%）

公開情報

2017：76.00%,84.00%（-）

③の平均値

2016：0.0回（0.2回）

2017：0.5回（0.3回）

2018：N/A（0.0回）

公開情報

2017：2回,2回（-）

③は、PPHは83～100％

通常出願は12.5～100%とばらついている

①は、PPH、通常出願ともに90％以上が多い

・・・通常出願では特許査定率の低いものも見られる

②は、通常出願の特許査定率は高くない

BR

③の平均値

2016：N/A（10.9%）

2017：N/A（49.7％）

2018：N/A（64.2%）

③の平均値

2016：N/A（0.0％）

2017：N/A（11.1％）

2018：N/A（1.9%）

③の平均値

2016：N/A（0.2回）

2017：N/A（0.5回）

2018：N/A（1.0回）

①ではPPHは90%以上のものが多い

②では必ずしもそうではない

・・・①では通常出願は10%未満が多い。これは、多く

の案件で放棄されているためと考えられる。BRでは一般

に放棄率が高い

③でも通常出願の特許査定率は低い

US

③の平均値

2016：90.8%（73.5%）[66.7%]

2017：82.2％（68.6％）[100%]

2018：70.0％（43.7％）[N/A]

公開情報

2017：84.00%（71.25%）[94.00%]※2

③の平均値

2016：34.6%（15.7％）[0.0%]

2017：30.0％（7.0％）[0.0%]

2018：30.0％（2.0％）[N/A]

公開情報

2017：22.66%（12.89%）

③の平均値

2016：1.3回（1.6回）[2.3回]

2017：1.5回（1.9回）[4.0回]

2018：1.2回（2.5回）[N/A]

公開情報

2017：2.96回（3.18回）

③では、通常出願と比較してPPHの方が高い

・・・2016・2017年は、通常出願で約70％、PPHで80

～90％であるが、2018年は低い数値になっており、減

少傾向にある可能性もある

（通常出願）

③「OAの回数」では、PPHよりはOAがくる可能性が高いが、OAの回数が0回のものも多いと考えら

れる。これは①の傾向と同様

（PPH出願）

③「特許査定率」及び「FAが特許査定となる割合」は、PPH出願では相互の値に相関が見られ、

特許査定になったものはFAで特許査定になる傾向が窺える

③「OAの回数」は、OAの回数は多くても1回。①②も同様の傾向

（通常出願）

③「OAの回数」は、平均すれば1回以内であるが、2回3回と来るものもある

①②では、2回程度が多い

（PPH出願）

①②「FAが特許査定となる割合」は、回答はばらついており、FAで特許査定となるものもあり、そうで

ないものもあるが、通常出願より相対的に割合が高くなっている

①②「OAの回数」は、PPHでは回数が少ない方に回答がシフトしている

（通常出願）

③「OAの回数」では、極端に回数の多いものも存在するが、平均すると2回程度

①では2回が多く、②では3回以上が多い

（PPH出願）

③「OAの回数」では、極端に回数の多いものも存在するが、平均すると1回強

③「FAが特許査定となる割合」では、3件に1件はOAなしで特許査定になっている
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１ 各国地域のPPH の実効性に関する統計情報分析概要一覧（続き） 

マレーシア（MY）、ブラジル（BR）、米国（US）（続き） 

 

※120、※321  

                                            
20 INPI "Projeto Piloto Patent Prosecution Highway", URL: http://www.inpi.gov.br/menu-servicos/patente/projeto-

piloto-pph 

21 USPTO "Data visualization center", URL: https://www.uspto.gov/corda/dashboards/patents/kpis/kpiFAPendenc

y.kpixml 

なお、上記ウェブサイトの統計情報は定期的に更新されており、過去の統計情報は掲載されていない 

国 審査請求からFAまでの期間 審査請求から最終処分までの期間 申請からFA／最終処分までの期間

MY

③の平均値

2016：32.3月（57.0月）

2017：23.3月（27.6月）※

2018：N/A（51.4月）

③の平均値

2016：32.3月（50.1月）

2017：19.2月（34.1月）※

2018：12.0月（41.8月）

③の平均値（FA／最終）

2016：8.5月／8.5月

2017：7.7月／9.0月

2018：N/A／N/A

公開情報

2017：3.0か月／6.0か月

BR

③の平均値

2016：N/A（46.5月）

2017：N/A（70.8月）

2018：N/A（91.5月）

③の平均値

2016：N/A（49.8月）

2017：N/A（73.1月）

2018：33.4月（93.6月）

③の平均値（FA／最終）

2016：N/A／N/A

2017：N/A／N/A

2018：N/A／N/A

公開情報

2017：224日／285日※1

US

③の平均値

2016：14.9月（24.0月）[4.0月]

2017：14.7月（21.0月）[2.0月]

2018：20.4月（31.8月）[N/A]

公開情報

2017：（16.12月）※3

③の平均値

2016：21.6月（31.4月）[13.0月]

2017：22.8月（30.1月）[31.0月]

2018：29.7月（37.9月）[N/A]

公開情報

2017：（25.14月）※3

③の平均値（FA／最終）

2016：7.7月／14.4月[4.0月／13.0月]

2017：7.5月／15.7月[2.0月／31.0月]

2018：13.1月／26.7月[N/A／N/A]

公開情報

2017：6.31月／18.87月[3.22月／8.58月]※3

（通常出願）

①「審査請求からFAまでの期間」は、早いものから遅いものまでばらついており、③の結果と同様

③「審査請求からFAまでの期間」は、2016年まではかなり遅いものも存在したようである。平均すると28～57か月程度

（PPH出願）

①②「申請からFA／最終処分までの期間」は、多少ばらついているが、申請からFAまでの期間は1年以内のものが多い

③「申請からFAまでの期間」を見ると、2016・2017年では、平均で8～9か月程度

③「申請から最終処分までの期間」を見ると、最終処分はFAと同時のものも多い

※③「審査請求からFAまでの期間」と「審査請求から最終処分までの期間」が逆転しているものもあるが、母集団の違いによる

（通常出願）

①②「審査請求からFAまでの期間」は、いずれも48か月以上に集中しており、BRでは非常に審査期間が長いことがわかる

③でも平均して47～92か月、遅いものは最近でも160か月のものもある

（PPH出願）

①②「申請からFA／最終処分までの期間」では、3～9か月程度でFAが来るものと考えられる

③「審査請求から最終処分までの期間」では、データは少ないが平均して33か月、通常出願と比較して顕著な差が有り

③「出願からFAまでの期間」は、通常出願と比較して、PPHは短くなっており、Track Oneは更に短くなっている

（通常出願）

③「出願からFAまでの期間」では、短いものから極端に長いものまでばらついているが、平均すると2年前後

・・・2018年は若干遅くなっており30か月を超えている。①では1年～1年半が多い

（PPH出願）

③「申請からFAまでの期間」について、遅いものもあるが、2016・2017年は、平均すると7～8か月程度

・・・①②も同様の傾向

・・・③では、2018年は若干遅くなって1年を超えている

（Track One）

③「申請からFAまでの期間」では、統計調査のデータは少ないものの、Track Oneでは非常に審査が早くなっている

・・・平均すると2～4か月

・・・最終処分までの期間が長いものがあるが、これはOAの回数が多いため
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２ 各国地域のPPH 及び他の主な早期権利化手段概要一覧（続き） 

ブラジル（BR） 

 

  

国 手段の名称 PPH 優先審査（決議151/2015）

BR 利用状況 （事務所1）10% （事務所1）10%

効果順位
（事務所1）1

（事務所2）1

（事務所1）3

内容

INPIは、以下のPPH試行プログラムを実施している。

・INPI-JPO（日本国特許庁）

・INPI-USPTO（米国特許商標庁）

・INPI-EPO（欧州特許庁）

・INPI-CNIPA （中国国家知識産権局）

・INPI-UKIPO （英国知的財産庁）

・INPI-DKPTO （デンマーク特許庁）

・INPI-PROSUL

特別な状況の優先審査である。例えば以下の例

③BRにおいて特許出願対象の無断複製が行われている；

④BRで特許出願対象を実施する資金提供を受けるために特

許付与が必要である；

⑤先行出願の出願人又は特許権者は、第三者の出願対象

が同一である場合、その第三者の出願の優先審査を請求す

ることができる；

基礎となる国 US, JP, EP, CN, GB, DK,  PROSUL各国

時期

・特許出願は、ブラジル産業財産公報で公開済であること、又

は早期公開を請求済であることが要求される

・出願は実体審査の手続待ち段階であることが要求され、過

去に行われたOA充足の未処理状態であってはならない

効果 審査の所要期間が14年から1年未満に短縮される 所要期間が11年から約2年に短縮される

審査着手

FA後の効果
最初のOA前だけでなく、後も早期審査の効果がある 最初のOA前だけでなく、後も早期審査の効果がある

有用な第1国 EPO

費用 庁手数料：約USD500 庁手数料：無料

制限等

INPI-JPO PPH試行プログラム

・200件の上限、かつ一出願人あたり暦で4か月ごとに6件以

内。なお2019年4月1日以降は1か月に1件までとなる

・プログラムの対象範囲は、主に情報技術分野に限定されてい

たが、2019年4月1日より、対象となる技術分野が拡がる

公開、補正関連

・実体審査は出願公開から60日経過するまでは行われない

・出願日（又は優先日）から18か月で公開され、出願日

（又は優先日）から36か月以内に実体審査請求しなければ

ならない。公開前にPPH申請する場合は、早期公開請求もし

なければならない

・審査請求が行われた後は、定義の明瞭化、誤訳の訂正、ク

レーム保護範囲の減縮を目的とする変更のみが認められる

審査体制等

・バックログは、約215,000件、年間の処理件数は約38,000

件、出願件数は28,000-29,000件

・2017/4で、審査官の数は288名、必要な審査官の合計は

687名

現地法律事務所

のコメント

・出願人は、審査請求後に認められる補正に関するINPIの厳

格な実務を確認する必要がある

国内ユーザの意見

・BRでPPHをしたら、良い勝率で、1年程度で登録になってい

る。それまではOAを見たことがなかった印象。BRのPPHは試行

プログラムだが、是非続けてほしい

・BRでは、PPHは分野が絞られていて使えない

・BRでは、制度上、現地法人から技術ライセンス料を本社に

戻すことが、特許が登録されていないとできない。一方で特許

が登録されない状況であり、BRの制度上の仕組みと知財の仕

組みに不整合が生じている
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２ 各国地域のPPH 及び他の主な早期権利化手段概要一覧（続き） 

ブラジル（BR）（続き） 

 

  

国 手段の名称 グリーンパテントパイロットプログラム 医薬分野の優先審査

BR 利用状況 （事務所1）6% （事務所1）10%

効果順位
（事務所1）2 （事務所1）3

内容

・グリーンパテントプログラムは、「グリーン技術」（すなわち一般

的に、代替エネルギー、輸送、エネルギー保全、廃棄物処理、

持続可能な農業に関する発明）を対象とする特許出願に適

用される

・医薬製品及び方法、並びに公衆の健康に関する装置及び

材料に関するブラジル特許出願の早期審査トラック

・特許出願がAIDS、ガン、顧みられない病気、希少疾患の診

断・予防・処置に関するものであれば早期審査トラックが適用

される。新たな決議では、早期審査トラックの対象とされる疾病

グループの範囲を拡大している

基礎となる国

時期

・特許出願は、ブラジル産業財産公報で公開済であること、又

は早期公開を請求済であることが要求される

・出願は実体審査の手続待ち段階であることが要求され、過

去に行われたOA充足の未処理状態であってはならない

・特許出願が産業財産公報で公開済であること、又は早期公

開を請求済であることが要求される

効果 所要期間が11年から約2年に短縮される

審査着手

FA後の効果
最初のOA前だけでなく、後も早期審査の効果がある 最初のOA前だけでなく、後も早期審査の効果がある

有用な第1国

費用 庁手数料：約USD250 庁手数料：無料

制限等

・現在、このプログラムは無条件に提供されているので、許可請

求に期限は設定されておらず、認められる特許出願の申請件

数の上限も存在しない

公開、補正関連

審査体制等

現地法律事務所

のコメント

・通常出願及びPCT国内段階出願のいずれも、出願日の制

約なしでプログラムの適用資格を有する

・早期審査トラックは、INPIに対する審判手続中である出願も

対象とされる

国内ユーザの意見
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Ｆ. ブラジル（BR） 

 

１ PPH 及び主な他の早期権利化手段 

海外アンケート調査を基に、PPH 及び主な他の早期権利化手段の利用状況及び効果等

に関する、ブラジルのいくつかの法律事務所の見解をまとめる。この結果は、現地法律事

務所の見解をまとめたものであり、その国全体の客観的な統計分析に基づくものではない

ことに留意されたい。なお、法律事務所は外国出願の取扱いが多い大手事務所であり、各

比率（％）は当該法律事務所単位の利用比率である。 

 

 利用状況 効果（効果が高い順）154 

事務所 1 事務所 2 事務所 3 事務所 1 事務所 2 事務所 3 

PPH 10％   1 1  

優先審査 10％   3   

医療分野における優

先審査 

10％   3   

グリーンパテント分

野における優先審査 

6％   2   

       

 

以下では、現地法律事務所によって挙げられた上記早期権利化手段の概要をまとめる。

なお、以下の記載は、制度自体の説明を含め、現地法律事務所の見解に基づくものである

点に留意されたい。 

 

１．１ PPH 

ブラジル産業財産庁（INPI）は、以下のPPH 試行プログラムを実施している。 

・INPI-JPO（日本国特許庁） 

・INPI-USPTO（米国特許商標庁） 

・INPI-EPO（欧州特許庁） 

・INPI-CNIPA （中国国家知識産権局） 

・INPI-UKIPO （英国知的財産庁） 

・INPI-DKPTO （デンマーク特許庁） 

・INPI-PROSUL155 

したがって出願人は対応する上記各国・地域の特許を基礎として、PPH プログラムに基

づく早期審査を申請することができる156。 

                                            
154 効果が高い順に、1、2、3、、、とする。 

155 この協定は、PROSUL（南米諸国の産業財産における地域協力プロジェクト：別名ProSur）の第 2フェーズの一部

を構成する。PPHプログラム INPI- PROSUL に基づき、このプログラムに参加している南米諸国、具体的にはブラ

ジル、アルゼンチン、チリ、コロンビア、エクアドル、パラグアイ、ペルー、コスタリカ、ウルグアイのいずれかにお

いて対応出願の付与決定が既に行われている場合、特許出願又は実用新案出願の優先審査が可能となる。 

156 INPIが提供するPPHの主要情報は次のウェブサイトから閲覧可能である。URL: http://www.inpi.gov.br/menu-ser
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上記のPPH プログラムは、それぞれ対象となる技術分野が異なっている。INPI-JPO は

「情報技術分野157」、INPI-USPTO は「石油・ガス、情報技術」、INPI-EPO は「化学、医

療技術（医薬品を除く）」、INPI-CNIPA は「情報技術、包装、測量、化学（医薬品を除く）」、

INPI-UKIPO（情報技術、バイオ）、INPI-DKPTO（機械）、INPI-PROSUL（すべての分

野）である。 

 

INPI-JPO PPH 試行プログラム158 

INPI 又は JPO に最初に行われた出願、又は PCT 出願の場合には優先権主張を伴わず

に受理官庁としての INPI 若しくは JPO に最初に行われた出願に限定される。 

出願人はいずれも特別の電子形式で、INPI-JPO PPH 試行プログラムの参加を申請す

る。出願人は、申請と併せて次を提出しなければならない。 

 

1. 出願が要件リストに適合している旨の証明書類 

2. ブラジル出願クレームと JPO が認容可能とみなしたクレームとの対応表 

3. JPO が先行技術とみなした非特許文献の写し及び翻訳文159 

 

特許出願の優先審査が認められるためには次の要件すべてを充足しなければならない
160。 

 1. 特許出願が、該当する場合には国際公開を含めて公開済であるか、又は PCT ルート

の出願であれば国内段階移行のための審査を通過している。 

 2. 特許出願が、ブラジル産業財産法第 33 条の規定に基づき審査請求済である。 

 3. 特許出願に、INPI が過去に行ったオフィスアクションに未回答の事項が存在してい

ない。 

 4. 特許出願に、ブラジル産業財産法第 84 条に基づく年金の未払が存在していない。 

 5. 特許出願について既に認められた優先審査請求が存在しておらず、INPI 産業財産公

報に公開されている。 

 6. ブラジルにおける訴訟手続に関与していない。 

 7. 十分な対応出願について先行審査庁が行った発明の単一性欠如を理由とするオフィ

スアクションの結果として生じた原出願からの直接的な分割出願を除き、分割特許出

願に該当しない。 

 

なお、プログラムの対象範囲は、情報技術分野及び自動車関連技術を中心とした機械分

野に限定されていたが、2019 年 4 月 1 日より、JPO と INPI との間で実施されるPPH の

                                            
vicos/patente/projeto-piloto-pph 

157 2019年 4月 1日より、JPOと INPIとの間で実施されるPPHの対象となる技術分野が拡がり、高分子化学、冶

金、材料、農芸化学、微生物、酵素などが追加される 。 

158 決議No. 184/2017, URL: http://www.inpi.gov.br/sobre/legislacao-1/Resoluo1842017Patentes.pdf  

159 書類がポルトガル語、英語又はスペイン語によるものでなければ、これらの言語の1つに翻訳しなければならない。 

160 事務所 1のコメントに基づく。 

http://www.inpi.gov.br/sobre/legislacao-1/Resoluo1842017Patentes.pdf
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対象となる技術分野が拡がり、高分子化学、冶金、材料、農芸化学、微生物、酵素などが

追加される161。 

 

PPH 申請は INPI 特許部の協力審査グループ技術委員会162が分析する。審査は INPI 審

査官が庁実務に従い実施する。 

審査の所要期間が 14 年から 1 年未満に短縮される163。 

なお、1 人の出願人が PPH プログラムに参加できる出願は、暦で 4 か月ごとに 6 件以

内であったが、2019 年 4 月 1 日より、INPI が受け付ける PPH 申請は一出願人あたり 1

か月に 1 件までとなる。2 年間で INPI-JPO PPH 試行プログラムの参加が認められる出

願は 200 件に制限される164。許可決定は申請順に行われる。 

庁手数料は約USD 500 である。 

 

【現地法律事務所のコメント】 

・出願人は PPH プログラムの要件すべてを充足しなければならない。ブラジルにおける

PPH プログラムでは、要件の 1 つが充足されない場合、INPI はその要件を適切に充足

するよう求めるオフィスアクションを行わずに、PPH 申請を直接拒絶する場合がある。

この場合には出願手続に関するコストが増加する。 

・出願人は、審査請求後に認められる補正に関する INPI の厳格な実務を確認する必要が

ある。ブラジル産業財産法第 32 条165の適用性に関するガイドラインを定める INPI 規

則No. 93/2013 によると、正規に審査請求が行われた後は、明確化、誤訳の訂正、クレ

ーム範囲の減縮を目的とする変更のみが認められる。 

・INPI はいくつかの書類を要求しており、これに対するコスト及び時間が生じる。 

・電気通信及び情報技術は INPI において最も遅延が深刻な分野の 1 つである。受付件数

に制限があるので、出願人は可能な限り早期にプログラムの利用を検討すべきである。 

・ブラジル産業財産法は「TRIPS プラス」政策として重要な 1 項目を規定している、すな

わち、付与特許の最短保護期間は付与後 10 年間である166。したがって、特許クレーム

対象の技術が早期に陳腐化するものでなければ、早期付与を申請しないほうが方策的に

有利となる可能性がある。 

・例えば次の統計からPPH の高い有効性が確認される167。 

－INPI-USPTO 申請許可率 78％、付与特許率 93％ 

－INPI-JPO  申請許可率 90％、付与特許率 86％ 

                                            
161 JPO「日ブラジル特許審査ハイウェイ試行プログラムについて」, URL: https://www.jpo.go.jp/system/patent/shins

a/soki/pph/japan_brazil_highway.html  

162 Technical commission of the Cooperative Examination Group  

163 事務所 1のコメント 

164 JPO「日ブラジル特許審査ハイウェイ試行プログラムについて」, URL: https://www.jpo.go.jp/system/patent/shins

a/soki/pph/japan_brazil_highway.html 

165 ブラジル産業財産法第32条, URL: https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/document/mokuji/brazil-sanzai.pdf 

166 ブラジル産業財産法第40条補項 

167 INPI "Acordos de PPH INPI", URL: http://www.inpi.gov.br/menu-servicos/arquivos-dirpa/infogrficoPPHsite050

72018.pdf 

https://www.jpo.go.jp/system/patent/shinsa/soki/pph/japan_brazil_highway.html
https://www.jpo.go.jp/system/patent/shinsa/soki/pph/japan_brazil_highway.html
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－INPI-EPO  申請許可率 66％、付与特許率 100％ 

－INPI-CNIPA 申請許可率 89％、付与特許率 データなし 

 

【知財庁のコメント】 

・手続の優先度を除き差異はない。審査は PPH 申請が行われなかった場合と同じ審査官

が行い、その手続も同じである。 

・PPH 申請が行われると、PPH 申請及び特許審査を評価する 3 人の特許審査官による委

員会が設けられる。PPH 申請及び出願の両方の参加資格があるとみなされた場合、出願

はすべての手続において優先的に扱われる。 

・一般論として INPI は全体処理の管理及び早期審査の実行が可能である。例えば過去の

12 か月で INPI が行った決定件数は、特許件数を上回る（換言すれば、未処理件数は減

少している）。しかし INPI の一部のユニット、一部の技術部門では、依然として未処理

問題が残されている。 

 

１．２ 優先審査（決議No. 151/2015168） 

特別な状況の優先審査である。次のいずれかの状況に該当する出願に適用される： 

①出願人が 60 歳を超える個人である； 

②身体若しくは精神障害、又はその他の重病を持つ個人である； 

③ブラジルにおいて特許出願対象の無断複製が行われている； 

④ブラジルで特許出願対象を実施する資金提供を受けるために特許付与が必要である； 

⑤先行出願の出願人又は特許権者は、第三者の出願対象が同一である場合、その第三者の

出願の優先審査を請求することができる； 

⑥出願が国家非常事態又は公共の利益の対象である場合、権利を留保するブラジル政府は、

その出願の優先審査を請求することができる。 

 

上記③の場合には、「その無断複製の証拠」、「侵害者に送付した通告書の写し」が必要と

なる。上記④の場合には、「特許出願対象を実施する資金の請求書面の写し」、「基金許可の

ために特許付与が条件とされている書類の写し」が必要となる。 

 

特許出願の優先審査申請は INPI 審査官委員会が分析し、特許長官が決定を行う。 

明らかに決定が早期化される169。所要期間が 11 年から約 2 年に短縮される170。 

庁手数料は無料である。 

 

１．３ 医療分野における優先審査（決議No. 217/2018（旧決議No. 80/2013）171） 

医薬製品及び方法、並びに公衆の健康に関する装置及び材料に関するブラジル特許出願

                                            
168 http://www.inpi.gov.br/menu-servicos/arquivos-dirpa/Resoluon1752016_Patentesverdes_21112016julio_docx.pdf 

169 事務所 3のコメント 

170 事務所 1のコメント 

171 http://www.inpi.gov.br/sobre/legislacao-1/Resoluo2172018Republicao.pdf 
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の早期審査トラックである。特許出願が AIDS、ガン、顧みられない病気、希少疾患の診

断・予防・処置に関するものであれば早期審査トラックが適用される。新たな決議 No. 

217/2018 では、早期審査トラックの対象とされる疾病グループの範囲を拡大している。 

決議No. 80/2013 は、保健省が定義した公共の利益を目的とする特許出願の優先リスト

を規定している。このリストには、AIDS、ガン、一部の顧みられない病気（特にデング熱、

シャーガス病、結核、マラリア、狂犬病など、途上国で貧困層を中心に流行している病気）

の予防・診断・処置に関する特許出願が含まれる。決議No. 217/2018 は、希少疾患に追加

して、顧みられない病気、ジカ熱、チクングニア熱に関する医薬品及び方法、装置、材料

に関する特許出願及び特許の優先審査を規定している。 

このプログラムの資格を得るためには、特許出願が産業財産公報で公開済である、又は

早期公開を請求済であること、審査請求済であることが必要である。新たな決議では、審

査（第一審又は第二審）が既に開始されている特許出願についての早期審査トラックの申

請可能性を明確に述べている。すなわち早期審査トラックは、INPI に対する審判手続中で

ある出願も対象とされる。 

明らかに決定が早期化される172。所要期間が 11 年から約 2 年に短縮される173。 

庁手数料は無料である。 

 

１．４ グリーンパテントプログラム174（決議No. 175/2016175） 

グリーンパテントプログラムは、「グリーン技術」（すなわち一般的に、代替エネルギー、

輸送、エネルギー保全、廃棄物処理、持続可能な農業に関する発明）を対象とする特許出

願に適用される。 

プログラムの参加資格を有するために、発明はWIPO が公表するリストに基づく「グリ

ーン技術」に関することが要求される。特許出願クレーム数は最大で 15 項であり、そのう

ち独立クレームは 3 項までとされる。特別な様式を作成して特許庁に提出しなければなら

ない。 

出願は公開済であること、又は公開前であれば出願人が公開請求済であることが要求さ

れる。既に審査請求済でなければ、プログラム参加時に審査請求も行わなければならない。

出願は実体審査の手続待ち段階であることが要求され、過去に行われたオフィスアクショ

ン充足の未処理状態であってはならない。出願の年金支払を適時に行わなければならない。 

INPI の特許担当官が申請の適格性を審査し、公報における特別公告によって、申請の許

可又は拒絶を通知する。 

現在、このプログラムは無条件に提供されているので、許可請求に期限は設定されてお

らず、認められる特許出願の申請件数の上限も存在しない。 

明らかに決定が早期化される176。INPI による「グリーンパテント」のプログラム初期段

                                            
172 事務所 3のコメント 

173 事務所 1のコメント 

174 INPI "Green Patents", URL: http://www.inpi.gov.br/menu-servicos/patente/patentes-verdes-v2.0 

175 http://www.inpi.gov.br/menu-servicos/arquivos-dirpa/Resoluon1752016_Patentesverdes_21112016julio_docx.pdf 

176 事務所 3のコメント 

http://www.inpi.gov.br/menu-servicos/patente/patentes-verdes-v2.0
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階は大きな成功を収め、2012 年 4 月の開始から 4 年間、優先審査手続は毎年継続的に改

良されてきた。2016 年には恒久的制度として再施行された。試行プログラムが利用された

4 年間には 480 件の特許出願がプログラムに参加し、そのうち 325 件がプログラム参加資

格を有するものとみなされた。最終決定までの最長所要期間は約 2 年であった。 

庁手数料は約USD 250 である。 

 

１．５ その他の優先審査 

その他の優先審査として、決議 No. 211/2018（極小企業・小企業特許プログラム）177、

決議No. 212/2018（ブラジル優先権プログラム）178等がある。 

「極小企業・小企業特許プログラム」は、個人極小起業家、極小企業、小企業による特

許出願の早期審査を可能とするものである。 

「ブラジル優先権プログラム」は、ブラジルを最初の出願とする特許ファミリー、すな

わち（外国における国内段階に移行済であることを条件として）PCT 国際特許出願を含め

て、最初にブラジルで行われ、海外展開している特許出願の審査を優先的に行うことを目

的としている。 

それぞれのプロジェクトの申請件数は 100 件までに制限される。 

明らかに決定が早期化される179。 

手数料は、「極小企業・小企業特許プログラム」は無料である。「ブラジル優先権プログ

ラム」は約USD 500 である。 

 

  

                                            
177 http://www.inpi.gov.br/sobre/legislacao-1/Resoluo2112018.pdf 

178 http://www.inpi.gov.br/sobre/legislacao-1/Resoluo2122018.pdf 

179 事務所 3のコメント 
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２ 海外ヒアリング調査180 

更に PPH の実効性について深く実態を把握するために、ブラジルの知財庁及び現地法

律事務所に対して海外ヒアリング調査を行った。ブラジルでは、特に PPH と優先審査と

の比較について調査を行った。また、PPH の実効性に影響を与える背景として、バックロ

グについても可能な範囲でヒアリング調査を行った。ここでは、両者の特徴を横串的に、

以下の項目ごとに整理する。 

 

２．１ 概数 

２．２ 審査の着手及び審査の期間 

２．３ 早期審査の効果の範囲 

２．４ 審査の範囲及びプロセス 

２．５ 第 1 国による違い 

２．６ 実務上のコメント等 

２．７ バックログ 

 

以下、この章において記号①②を下記の意味で用いる181。 

①PPH 

②優先審査182 

 

２．０ 全体 

（知財庁） 

＜背景、基本的な考え方＞ 

・INPI に限らず、BR 全体として、先に出されたものは先に処理される、という考え方が

ある。どのプロセスにも順番があり、一人に優先審査を受けさせると、みんなにという

ことになる。JP に行って勉強し、US、EP とも話をしていて、特許に関しては、順番通

りというわけにはいかないということがわかった。出願によっては、優先審査を受けた

いもの、通常の審査を受けたいもの、さらには審査を待ちたいもの、がある。中小企業

や技術機関で審査のパイロットテストを行ってわかったのは、みんなが優先審査を受け

たいわけではなく、簡単には優先審査を拡大することはできないということ。 

・優先審査を拡大するには以下のようないくつかの困難があり、BR では優先審査はとて

も制限されている。 

－現在、10 年のバックログがある。パイロットプログラムが作られても、それだけ優先

させるのではなく、その前の人も早くしなければならない、という考え方から、優先

審査の拡大は少しずつでないと大きな問題が生じる。 

－INPI だけで決められるプロセスになっていない。保健や健康に関する発明は、

ANVISA（ブラジル国家衛生監督庁）が確認して許可する必要があり、時間がかかる。

                                            
180 ブラジルへの海外ヒアリング調査は2018年 12月上旬に実施したものである。 

181 その他の略称については、第1部Eの略称一覧を参照 

182 主に、優先審査（決議151/2015）, グリーンパテントプログラム（(決議 175/2016), 医療分野における優先審査（決

議 80/2013） 
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INPI は特許について確認するが、ANVISA は人に害を与えないかを確認する。 

－先に出したものは先に審査される、という考え方から、最初PPH には反対（拒否感）

があった。特に外国の出願について批判があった。困難ではあったが、JPO が親切に

問題解決に協力してくれて感謝している。現在では、少しずつ変わってきた。INPI で

も企業でも。企業では、PPH に参加していないセクターについても、参加できるよう

にしてほしいとの声もある。 

・PPH についてだけ考えると、もっと積極的に推進するべきと思うが、他と比べると PPH

は積極的で力を入れていると思う。 

・BR では知財の推進はないが、PPH についてはHP に載せたり、セミナーやお知らせを

行ったりしている。 

・PPH の分野や件数の制限については、外していく方向であり、それが目的でもある。た

だし、上記の 3 つの困難がある。 

・PPH は優先審査としてしか見られていない。審査のプロセス、検索、審査、許可につい

ては、通常の審査と何も変わらないが、BR ではPPH は大きな効果がある。 

 

（事務所A） 

・US のPPH では、フェーズ 1（2015/5～2018/5）では、オイル関連の技術分野であった

が、フェーズ 2（2018/5～）では、IT 分野にも技術分野が拡大された。件数の上限は、

それぞれ 200 件である。1 出願人は 1 か月に 1 件という制限がある。フェーズ 1 では

109 件の申請のうち 91 件が受理された。フェーズ 2 はもっと件数が増えるだろう。 

 

（事務所B） 

・最初、INPI は、PPH を導入するのに抵抗があった。USPTO はアクティブであり、結

局、USPTO とオイル分野で PPH を合意した。その後、INPI は JPO との距離が縮ま

り、JPO と IT 分野でPPH を合意した。いずれも、各国のユーザを含め、PPH を認め

てほしいという強い要望により、PPH を合意したにも関わらず、PPH の利用件数は、

上限の 200 件を下回る状況である。 

・PPH が当初の予想ほど利用されていない理由として、以下のことが考えられる。 

－BR では、保護期間が、出願から 20 年又は登録から 10 年であり183、審査を急がなく

ても、一定の保護期間が確保されることが考えられる。例えば、2000 年に出願し、

2018 年に登録になった場合、2020 年ではなく、2028 年まで保護される。侵害がある

場合などは、優先審査という別の道も確保されている。 

－PPH には技術分野の制限があり、例えば IT 分野としてロボット関連の特許があった

としても、ブラジルではロボット関連の産業は小さいなど、ブラジルの産業と技術分

野の関係で、ユーザがまだメリットを感じていないことが考えられる。 

 

 

                                            
183 ブラジル産業財産法第40条補項, URL: https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/document/mokuji/brazil-sanza

i.pdf 
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２．１ 概数 

（事務所A） 

・BR の自国出願は 21％、海外からの優先権主張出願は 79％である。海外からの優先権主

張出願のうち、①は 0.2％。②は 5％以下である。 

・②のうち、自国の出願は 82％、JP からの出願は 2％、海外からの出願は 18％。 

・②は、8 つのプログラムがあるが、海外の出願人に関係するものは 3 つ（優先審査（決

議No. 151/2015）、グリーンパテントプログラム（決議No. 175/2016）、医療分野におけ

る優先審査（決議No. 80/2013））。このなかでは、医療分野に関するものが多い。JP の

出願は IT 分野が多く、②は少ない。 

・対応外国特許の審査結果利用に関連するものとして、2018 年 1 月 23 日から pre-

examination パイロットプログラムが開始されている。対応外国特許の審査であげられ

た引用文献を引用し、出願人に 60 日以内の応答を求める通知をするもの。応答期間内

に応答しなければ放棄となる。技術分野毎に 40 件が対象となり、939 件のうち、22％

が放棄された。 

 

（事務所B） 

・②の利用は、極めて少ない。感覚的には 1％以下だろう。②の利用者については、BR の

出願人と海外の出願人で特に差はないと思われる（グリーンパテントなど、条件は同じ）。 

 

２．２ 審査の着手及び審査の期間 

（知財庁） 

＜PPH で大幅に審査期間が短縮された要因について＞ 

・主に、審査の着手が早くなったから。これはルールでそうなっているものだが、審査官

に義務づけられていないものとしては、対応外国特許の審査結果を利用することによる

審査の効率化、OA 回数の減少が挙げられる。 

 

＜審査の着手及び審査の期間について＞ 

・①や②について、審査期間についての定めはない。 

・具体的な審査期間は以下のとおりである。 

①では、PPH 申請からFA までの期間は約 9 か月である。 

②では、優先審査の請求からFA までの期間は約 25 か月である。 

③通常出願では、出願から FA までの期間は 9.4 年、実体審査請求から FA までの期間

は 7.2 年である。 

・通常、出願又は優先日から公開までは 18 か月184、出願から実体審査請求は 3 年以内185

である。②では、公開及び実体審査請求の後でなければ、優先審査は開始されないので、

早期に優先審査の請求を行っても、通常は、公開と実体審査請求を待たなければならな

                                            
184 ブラジル産業財産法第30条, URL: https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/document/mokuji/brazil-sanzai.pdf 

185 ブラジル産業財産法第33条「出願人又はその他の利害関係人は、出願日から36月の期間内に特許出願の審査を請求

しなければならない。請求しなかったときは、その出願は却下される。」ここで、INPIのコメントによれば、起算日

の「出願日」は国際出願の場合は優先日である。 
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い。一方、①では、PPH 申請をする際に、早期公開請求及び実体審査請求をしなければ

ならないことになっており、その分だけ早期に審査が開始されることから、①は②より

も審査期間が短くなっている。 

・通常出願で、実体審査請求から FA までの期間は 7.2 年だが、審査が開始されて FA が

出るのは 2 日程度なので、ほとんど審査の着手が律速となっていることになる。 

 

（事務所A） 

＜PPH で大幅に審査期間が短縮された要因について＞ 

・①は、通常出願と異なるキュー（待ち行列）になるので、順番を待つ必要がなくなる。

最も大きな要因は、審査の開始が早くなることである。その他の要因としては、対応外

国特許の審査結果を利用することによる審査の効率化、OA 回数の減少がある。 

 

＜審査の着手及び審査の期間について＞ 

・INPI の審査遅滞は世界的に知られるところである。PPH プログラムは、情報技術分野

の審査期間を 14 年から 1 年未満に短縮している。参考までに、化学分野は 10 年以上か

ら 8 年未満に、石油・ガス・石油化学分野は 10 年以上から 1 年未満に、包装分野は 12

年から 8 年未満に、それぞれ短縮している。 

・①と②では、①の方が審査の着手が早い。 

・審査期間については定めはない。 

・①では、PPH 申請から最終処分まで、7～11 か月である。 

・②では、優先審査の請求から最終処分まで、24 か月である。 

・通常出願では、出願日から最終処分まで 10～16 年（平均 14 年）、実体審査請求から最

終処分まで 8～12 年である。 

・①の方が②よりも審査期間が短い理由として、①は他の知財庁との取り決めであること

が考えられる。また、①は対応外国特許の許可クレームに合わせて補正がなされるが、

②は必ずしも補正は必要ではない。 

・②と通常出願の審査期間の違いは、審査の着手の違いのみであり、審査着手後は違いは

ない。すなわち、通常出願は、実体審査請求から 10 年くらい経って審査が開始される

が、②は、優先審査の請求から 3 か月で審査が開始される。審査が開始された後は、い

ずれも審査期間は同じで、約 20 か月である。 

 

（事務所B） 

＜PPH で大幅に審査期間が短縮された要因について＞ 

・審査の着手が早くなったからである。①の申請が許可されると、その出願はすぐに審査

官の手元に渡されるため、審査官はすぐに審査に着手することになる。バックログの順

番を待つ必要はなくなる。これは、②も同じである。 

 

＜審査の着手及び審査の期間について＞ 

・現在、出願から最終決定までの平均所要期間は 6 年から 8 年である。最近のPPH INPI-

JPO プログラムに関する INPI の統計によると、最終処分までの平均所要期間は 230 日
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から 300 日である。これは約 9.5 倍の早期化となる。 

・例えば、通常出願では出願から 10 年経って、実体審査が開始される（その出願が審査官

の手元にやってくる）が、審査を開始してからは比較的早い。審査が開始されればすぐ

にFA がある。その時点で対応外国特許が肯定的であれば、FA で許可されることもあり

得るし、拒絶理由が通知されても応答期間は 90 日と短く、FA から最終処分までは 6 か

月から 1 年である。 

・①が申請され許可されると、その出願はすぐに審査官に渡されるので、すぐに FA があ

り、やはりFA から最終処分までは 1 年以内である。②も①と同様である。 

・FA 以降は、通常出願も、①も、②も変わらない。 

 

２．３ 早期審査の効果の範囲 

（知財庁） 

・①も②も、1st OA の前だけでなく、後も早期審査の効果がある。 

 

（事務所A） 

・①は、1st OA の前だけでなく、後も早期審査の効果がある。一方で、②は、1st OA の

前だけ効果がある。 

 

（事務所B） 

・①も②も、1st OA の前だけ効果がある。1st OA の後は通常出願と同じである。ただ、

対応外国特許の許可クレームと同一であることから、すぐに許可されることが多いと考

えられる。 

 

２．４ 審査の範囲及びプロセス 

（知財庁） 

＜審査の範囲及びプロセスについて＞ 

・審査の範囲は通常出願と同じである。許可率に関して、②では、審査の結果、最初のク

レームと許可クレームが一致するのは 20％程度だが、①では、PPH の申請クレーム（対

応外国特許の許可クレーム）とBR の許可クレームが一致するのは 50％程度であり、大

きく向上していると言える。言い換えれば、例えばUSPTO とBR の審査官で判断が完

全に一致するものは 50％である。逆に、完全に拒絶されるものは 5％である。 

・対応外国特許の審査結果がどの程度審査効率を上げるかについては測れていないが、審

査官が読める英語などの国ではあまり効果はないが、日本の場合は審査官は日本語を読

めないのでとても助かると思う。 

・PPH の審査負担についても、特に大きな問題はない。 

 

＜対応外国特許が許可されているのに拒絶される理由について＞ 

・新たな文献により審査官の意見が異なる場合など。 
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（事務所A） 

＜審査の範囲及びプロセスについて＞ 

・①では、主に、対応外国特許の許可クレームとの、クレームの一致を確認し、さらに、

ブラジルの特許法に則っているかについて確認する。第 1 国で引用された先行文献は確

認するが、それ以外の文献を確認することは特にしない。自分でサーチすることもない

と思われる。 

・②及び通常出願では、①の場合に加えて、すべての文献を確認する。 

 

＜対応外国特許が許可されているのに拒絶される理由について＞ 

・ブラジルの産業財産法に則っているか、特にソフトウェア等のサブジェクトマターにつ

いての拒絶理由が挙げられる。また、BR では、実体審査請求後の補正内容の制限が厳

しいこともあげられる。すなわち、BR でプロダクトのクレームで実体審査請求をした

場合、JP でプロダクトとメソッドのクレームで許可されたクレームに合わせて補正し

ようとすると、産業財産法第 32 条によりメソッドのクレームについて補正が認められ

ず、クレームが一致しないとして拒絶されることになる。この場合、PPH の申請が却下

されるわけではない。PPH の申請は、方式的要件を満たせば認められ、その後の技術的

な分析の段階で、クレームの一致と、ブラジルの産業財産法に則っているか（第 32 条の

問題を含む）を確認する。 

 

（事務所B） 

＜審査の範囲及びプロセスについて＞ 

・①では、例えば JP を基礎とする場合、通常は、JP の審査結果を見るにとどまるが、例

えば審査官がファミリーの審査結果で重要な先行文献を発見した場合などは、審査官は

その文献を考慮することもあるし、さらに調査することもある。 

・通常出願や②の場合でも、理論的には、すべての文献を確認する。しかし、経験的には、

審査官は対応外国特許の審査結果を見ることで、審査を簡単に行うことができることを

知っているので、同一ファミリーの審査結果を見るだけのことが多い。特に、審査官は

バックログ解消に向けて強いプレッシャーを受けているので、早く審査を行うプロセス

をとろうとする。 

・出願人が、対応外国特許の審査結果を提出するというオプションは、BR でも存在する。

出願人に限らず、第三者も審査の結果を有益な情報を提出することができる制度がある。

提出の期間は、公開から最終処分までである。ただ、出願人が対応外国特許の審査結果

を提出することは、特に有用な手段とは言えない。情報が電子化されており、審査官は

対応外国特許の審査結果を簡単に取り出すことができるからである。 

 

＜対応外国特許が許可されているのに拒絶される理由について＞ 

・BR では進歩性の判断が厳しいからだろう。特に医薬分野の進歩性の判断は厳しい。BR

では審査期間が長いため、審査する頃には発明から時間が経っており、振り返って見る

と当たり前に見えやすいということもあるだろう。サブジェクトマターについては大き

な要因ではなく、進歩性の判断が厳しいことが主な原因である。 
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２．５ 第 1 国による違い 

（事務所A） 

・BR の特許法は、EPO の特許法と類似しているものの、この質問には答えられない。 

 

（事務所B） 

・BR の特許法は、DE の特許法に類似しており、したがってEPO の特許法と類似してい

る。また、EPO と INPI の関係は近いので、EPO の審査結果は信頼がおかれている。 

 

２．６ 実務上のコメント等 

（事務所A） 

・実体審査請求後の補正内容については厳しい制限がある。すなわち、実体審査請求後は、

明確化、誤訳の訂正、クレーム範囲の減縮を目的とする変更のみが認められる。 

・公開は実体審査の開始の要件である186。 

・出願日（又は優先日）から 18 か月で公開され、出願日（又は優先日）から 36 か月以内

に実体審査請求されなければならない187。①の場合は、公開前に①を申請する場合は、

早期公開請求もしなければならない。 

・適切なタイミングとしては、まず、自発補正をして、実体審査請求をし、その後に①の

申請を行う。対応外国特許の審査結果がでるまでは、なるべく実体審査請求を待つのが

よい。 

・JP からのPPH に関しては特に問題はない。フェーズ 2 で技術分野が拡大される方向で

検討されていると思うが、そうなるように期待したい。 

・技術援助を含めた、ラインセンシングについては、優先審査はない。ただ、グリーンパ

テントの優先審査については、例えば、回路の発明で、従来技術に比べてよりエネルギ

ーを抑えることができる（save more energy）というような表現が、明細書に 1 行含ま

れているだけでも、優先審査の対象となる（当事務所では成功した経験がある）。 

・グリーンパテントの優先審査は、664 件の請求のうち、475 件がBR の出願、17 件が JP

の出願である。 

 

（事務所B） 

・実体審査請求後の補正内容については厳しい制限がある。すなわち、実体審査請求後は、

明確化、誤訳の訂正、クレーム範囲の減縮を目的とする変更のみが認められる。 

・実体審査請求後の補正の制限は、分割出願であっても同じである。親出願で実体審査請

求をした後は、その範囲を超えて分割出願することはできない。 

・BR で実体審査請求をした後に、PPH で対応外国特許の許可クレームに合わせて、BR

のクレームを拡大する補正をすると、クレームの補正は却下され、元のクレームで審査

                                            
186 ブラジル産業財産法第第31条補項「審査は、出願公開から60日が経過するまでは開始されない。」URL: https://w

ww.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/document/mokuji/brazil-sanzai.pdf . 

187 ブラジル産業財産法第33条「出願人又はその他の利害関係人は、出願日から36月の期間内に特許出願の審査を請求

しなければならない。請求しなかったときは、その出願は却下される。」ここで、INPIのコメントによれば、起算日

の「出願日」は国際出願の場合は優先日である。 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/document/mokuji/brazil-sanzai.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/document/mokuji/brazil-sanzai.pdf
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されることになる。このとき、PPH のトラックから外れるわけではなく、PPH のトラ

ックに乗ったまま、元のクレームで審査されることになる。 

・公開は実体審査の開始の要件である。 

・BR では、出願と同時に実体審査請求をすることはできない。 

・出願日から 18 か月で公開され、出願日からから 3 年以内に実体審査請求しなければな

らない。①の場合は、公開前に PPH を申請する場合は、早期公開請求もしなければな

らない。これは②も同じである。 

・適切なタイミングとしては、まず、自発補正をして、実体審査請求をし、その後にPPH

の申請を行う。対応外国特許の審査結果がでるまでは、なるべく実体審査請求を待つの

がよい。 

・JP からのPPH に関しては特に問題はない。 

・技術援助を含めた、ラインセンシングについては、優先審査はない。 

 

２．７ バックログ 

（知財庁） 

・バックログは、約 215,000 件、年間の処理件数は約 38,000 件、出願件数は 28,000～

29,000 件。したがって、バックログは減少している。2021 年に、1 年のバックログにな

る予定であり188、バックログが 1 年程度になればスムーズに審査されるだろう。 

・2017 年 4 月では、審査官の数は 288 名、必要な審査官数は 607 名、定年で退職予定の

審査官は 80 名、必要な審査官の合計は 687 名である189 。 

・IP は期待されており審査官が増加していたが、大統領が代わって今後どうなるかわから

ない。 

・今後 PPH の申請件数が増えた場合、技術分野によって余力があるものもあれば、余力

がないものもある。 

・優先審査は限定的であるが、PPH は利用できる人が多くなっている。PPH には件数の

制限があるが、利用件数は、その件数の制限には達していない。フェーズ 1（2017/4/1～

2019/3/31 の 2 年間）では、200 件の制限のうち、70～80 件程度のPPH 申請があった。

次の 2 年間のフェーズ 2 は、現在 JPO と最終調整だが、技術分野を拡大する方向であ

る。ただし、件数制限は残る（件数についてはまだ言えない）。近いうちに合意して公開

できるだろう190。 

 

（事務所A） 

・バックログは、2018 年 10 月の時点で、209,671 件。年間の出願件数は 22,523 件、最終

処分件数は 35,603 件である。 

                                            
188 INPI, "Plano Estratégico INPI 2018-2021", p16, URL: http://www.inpi.gov.br/noticias/inpi-tem-novo-plano-estr

ategico-com-missao-e-visao-2021/RELATRIOFINALPLANOESTRATGICO20182021VFinal30.11.2018.pdf 

189 INPI, "Levantamento das Necessidades de Pessoal na DIRPA", p8-12, URL: http://www.inpi.gov.br/menu-ser

vicos/patente/relatorio_necessidades_de_pessoal_DIRPA_2017_04_25.pdf 

190 現時点では公開されている。JPO「日ブラジル特許審査ハイウェイ試行プログラムについて」, URL: https://www.j

po.go.jp/system/patent/shinsa/soki/pph/japan_brazil_highway.html  

https://www.jpo.go.jp/system/patent/shinsa/soki/pph/japan_brazil_highway.html
https://www.jpo.go.jp/system/patent/shinsa/soki/pph/japan_brazil_highway.html
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・最終処分件数 35,603 件の内訳は、許可が 9,214 件、拒絶が 4,919 件、放棄が 21,405 件

であり、放棄の件数が多い。こればバックログが大きく審査期間が長いため、出願人の

興味が薄れて放棄される（出願の維持費用191を払わなくなる）ことが多いためと考えら

れる。 

・以前は様々な手続きが紙で処理されていたが、最近は電子的に処理され、毎年改善され

ている状況。技術分野や放棄の手続きも手動だったものが自動的に処理されるようにな

り、バックログの処理スピードも上がってきているので、バックログは解消されていく

方向である。 

・審査官の人数も、以前は 200 人くらいだったが、2018 年の 1 月には 273 人、10 月には

328 人に増加している。 

・無審査で登録する Simplified Grant procedure も議論されている。 

 

（事務所B） 

・バックログは、200,000～215,000 件くらい。審査官は 300 人くらい。 

・審査のパフォーマンスが限られており、政府はコストを削減することが求められている

ため、新しい審査官を雇うのは難しく、審査官採用はデリケートな問題。 

・今年から pre-examination パイロットプログラムが開始されている。対応外国特許の審

査であげられた引用文献を引用し、出願人に60日以内の応答を求める通知をするもの。

応答期間内に応答しなければ放棄となる。30％が応答せず放棄となった。この通知は審

査官が実体審査に着手する直前に出されるものであり、審査官の作業が 30％削減された

ことになる。この通知を出すかどうかは INPI が決める。 

・BR では放棄が多いが、多くは審査結果が出るまでが長く商業的興味が無くなったため

と考えられる。 

・現時点では、出願された件数だけ、最終処分の件数があり、バックログは拡大していな

いが、BR 経済が上向き、出願が上向くとバックログが増大する可能性がある。INPI で

も、強硬的な手段でバックログを一掃し、その後は出願されたものを処理するというよ

うな考えも議論されている。Simplified Grant procedure は、無審査で登録するもので、

物議を醸した。 

 

  

                                            
191 出願から24か月以降、毎年約USD 100 
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３ 国内アンケート調査及び国内ヒアリング調査 

ここでは、国内アンケート調査及び国内ヒアリング調査のうち、ブラジルに関するもの

をまとめる。なお、国内アンケート調査及び国内ヒアリング調査の全体については、第３

部にまとめる。 

 

３．１ PPH の効果の有無 

国内アンケート調査において、ブラジルで PPH の効果が実感できるか／できないか、

またどのような効果があるかについて質問した（Q2-4）。 

結果をグラフに示す。グラフで「効果有無」は全体的に見て PPH の効果があるかを質

問した結果であり、「早期審査」は早期に審査結果が得られるか、「特許査定率」は特許査

定率が向上するか、「OA 回数」は OA 回数が減るか、「同一権利範囲」は同一権利範囲で

権利を取得できるか、について質問した結果である。 

 

PPH の効果の有無（BR） 

 

 

３．２ PPH の負担 

国内アンケート調査において、PPH の手続又は管理面の負担が大きい国について質問

した（Q2-7）。その結果、負担が大きい国としてブラジルを挙げている回答はなかった。 

 

３．３ 国内企業のコメント 

国内アンケート調査及び国内ヒアリング調査の結果得られた、ブラジルの PPH 等に関

する国内企業のコメントをまとめる192。 

 

（BR への出願） 

・米欧中の主要国については、標準規格特許だけではないが、標準必須特許は早期権利化

の手段を使うことが多い。ASEAN、BR はほとんどが標準規格特許である。 

・BR は、放送方式が JP と同じであることが出願する理由の一つである。 

（PPH の制限について） 

・BR の申請分野制限や件数の上限撤廃。（複数） 

・PPH 申請期間の限定をなくしてほしい。分割出願の制限をなくしてほしい。 

・BR、VN ではPPH 申請の要件を緩和してほしい。 

                                            
192 略称については、第1部Eの略称一覧を参照 

0 2 4 6 8 10 12 14 16

効果有無

早期審査

特許査定率

OA回数

同一権利

効果有

効果無

効果不明
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・BR では、PPH は分野が絞られていて使えない。 

・我々の希望する規模で全件 PPH できるようにならないと、個別案件毎の管理になりプ

ロセスを複雑にするので、現時点では件数制限があるVN ではPPH を使わない。BR も

同様。 

（PPH の審査の進捗） 

・PPH のキャップについて、BR では、申請はしているが、それが外れているのかどうな

のかよくわからない状況。 

・BR では、審査が遅く何年かかるかわからない。PPH もさせるだけさせておいて、状況

がわからない。 

（PPH の効果がある） 

・BR でPPH をしたら、良い勝率で、1 年程度で登録になっている。それまではOA を見

たことがなかった印象なので、社内でも驚いている。BR の PPH は試行プログラムだ

が、是非続けてほしい。 

・BR はバックログが大きく、PPH でアクションを起こさない限り状況が見えなかった。

PPH を 3 件活用し 2 件は 1 年以内で登録になった。 

（PPH と補正制限の関係） 

・BR では審査請求のタイミングを調整している。審査請求すると実質的に自発補正がで

きなくなるからである。審査請求の時期はできるだけ後ろにずらしている。標準規格技

術には旬（お金が入る時期）があるので適切な時期に権利化することも考慮する。 

・BR は審査請求をぎりぎりまで遅らせ、JP で登録になったクレームで補正をする。 

・BR では審査請求後にPPH と同時に自発補正を行ったが、問題にならなかった。審査に

着手する前であれば問題にならないのではないか。 

（BR の審査） 

・BR では、3～4 年前に（PPH がまだ始まっていない頃）社内でサンプル的にOA 理由を

見たことがある。欧州の審査結果を参考にしていると聞いていたが、サンプル数は少な

いものの US の審査結果を参考にしているものばかりであり、独自の審査はまずなかっ

た。 

・ASEAN、BR で独自のOA が来ることはまずない。 

・ASEAN、BR では審査官が独自のOA を出すことはほとんどない。 

・新興国で、先進国等の登録クレームに補正するという場面で、当該国の審査官が指定す

る先進国に傾向があるようだ。例えば、MY、BR、メキシコだとUS クレームといわれ

ることが多い。 

（審査が遅い） 

・BR は、2010 年、2011 年に出願をしてみたが、その案件のFA は未だにない。今は出願

をしていない。 

・今後はBR や IN に期待している。現在登録までに 10 年以上かかるものが当たり前の状

態になっており、その状態を変えてほしい。 

・最近出願していないが、BR は審査が遅く、権利になる頃には権利がなくなるような印

象がある。 
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（その他） 

・BR では、制度上、現地法人から技術ライセンス料を本社に戻すことが、特許が登録さ

れていないとできない仕組みになっている。一方で特許が登録されない状況であり、BR

の制度上の仕組みと知財の仕組みに不整合が生じている。 
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日本国特許庁は PPH ポータルサイトのウェブサイトを運営し、各国から報告された

PPH 申請案件の統計情報を掲載している296。ここで、PPH の実効性を計る指標として、

以下の統計データが採用されている。 

 

・特許査定率 

・FA での特許査定率 

・PPH 申請からFA までの平均期間 

・PPH 申請から最終処分までの平均期間 

・平均オフィスアクション回数 

 

本調査研究でも、各対象国においてこれらの統計数値の集計することを検討したが、こ

れらの具体的な数値を集計することは、各企業等において、早期審査の中で PPH を特に

切り分けて管理していない、PPH を管理していたとしてもPPH 申請日まで管理していな

い、といった理由から一般的に難しい。 

そこで、国内アンケート調査及び海外アンケート調査では、具体的な統計数値ではなく、

範囲を設定し、上記各指標の平均値がどの範囲に属するかについて調査を行った。 

さらに、上記各指標の具体的な統計数値を把握するため、いくつかの大手国内事務所の

協力を得て、統計数値の算出を試みた297。なお、単に統計数値としての算出のみを行い、

個別の具体的な事情が特定される態様での分析は行っていない。 

今回分析した指標は以下のものである。それぞれの指標で年推移を調べ298、上 5 つの指

標では通常出願とPPH 出願の比較を行った。 

 

・特許査定率299 

・最初の審査結果通知（FA: First Action）が特許査定となる割合（一発特許査定率） 

・審査請求からFA300までの平均期間 

・審査請求から最終処分301までの平均期間 

・審査結果通知（OA: Office Action）302の平均回数 

・PPH 申請からFA までの期間 

・PPH 申請から最終処分までの期間 

 

データはいずれも、2018 年前半（8～9 月まで）のものであり、2018 年後半については

含まれていない。 

                                            
296 JPO, "The Patent Prosecution Highway (PPH) Portal Web Site", URL: https://www.jpo.go.jp/ppph-portal-j/st

atistics.htm, https://www.jpo.go.jp/ppph-portal/statistics.htm 

297 必然的に、日本のユーザが日本から各対象国に出願したものを対象としているものと考えられる。 

298 2018年のデータは2018年 8月頃までのデータである 

299 特許査定率：特許査定件数÷最終処分件数 

300 最初の審査結果通知（FA）には、特許査定を含む 

301 最終処分：特許査定＋拒絶査定＋審査請求後放棄取下（米国は出願後放棄取下） 

302 審査結果通知（OA）には、最終処分は含まない 



第４部 統計情報分析 Ｆ. ブラジル（BR）  

 

 

- 253 - 

Ｆ. ブラジル（BR） 

以下に概要をまとめる317。統計データは次頁以降にまとめて掲載する318。この章におい

て、記号①②③を下記の意味で用いる。 

①国内アンケート調査、②海外アンケート調査319、③国内事務所による統計数値調査 

 

（１）特許査定率 

・①では PPH 出願は 90%以上のものが多いが、②では必ずしもそうではない。①では通

常出願は 10%未満が多い。これは、多くの案件で放棄されているためと考えられる。BR

では一般に放棄率が高い320。③でも通常出願の特許査定率は低い。 

 

（２）審査期間 

（通常出願） 

・①②「審査請求からFA までの期間」を見ると、いずれも 48 か月以上に集中しており、

BR では非常に審査期間が長いことがわかる。③でも平均して 47～92 か月、遅いものは

最近でも 160 か月のものもある。 

（PPH 出願） 

・①②「申請から FA／最終処分までの期間」を見ると、3～9 か月程度で FA が来るもの

と考えられる。 

・③「審査請求から最終処分までの期間」を見ると、データは少ないものの平均して 33 か

月となっており、通常出願と比較して顕著な差が認められる。 

 

（３）FA が特許査定となる割合及びOA 回数 

（通常出願） 

・③「OA の回数」を見ると、平均すれば OA の回数は 1 回以内であるが、2 回 3 回と来

るものもある。①②を見ると 2 回程度が多い。 

（PPH 出願） 

・①②「FA が特許査定となる割合」を見ると、回答はばらついており、FA で特許査定と

なるものもあり、そうでないものもあるが、通常出願より相対的に割合が高くなってい

る。また、①②「OA の回数」を見ると、PPH 出願では回数が少ない方に回答がシフト

していることが分かる。 

  

                                            
317 ③の統計数値については、比較的新しい2016～2018年のデータに着目して考察したものである。 

318 公開情報（統計数値）については、第２部総括１の一覧表に、本調査結果と併せて記載する。 

319 ①②のグラフの数値の大小は回答数の大小であり、出願件数の大小ではないことに留意が必要である。 

320 第２部の海外ヒアリング調査の結果参照 
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１ 国内海外アンケート調査による統計情報調査①②（BR） 

 

特許査定率（％） 
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審査請求からFA までの期間（か月） 

国内アンケート調査             海外アンケート調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査請求から最終処分までの期間（か月） 

国内アンケート調査             海外アンケート調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請からFA／最終処分までの期間（か月） 

国内アンケート調査             海外アンケート調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0

1

2

3

4

通常

PPH

0

2

4

6

8

10

通常

PPH

0

1

2

3

4
FA

最終

0

0.5

1

1.5

2

2.5

FA

最終

0

2

4

6

8

10

通常

PPH

0

1

2

3

4
通常

PPH



第４部 統計情報分析 Ｆ. ブラジル（BR）  

 

 

- 256 - 

２ 国内事務所による統計数値調査③（BR） 

 

特許査定率                             FA が特許査定となる割合 
通常出願   ＰＰＨ   

年 件数 登録率 年 件数 登録率 

2012 1 100.0% 2012 0  

2013 3 66.7% 2013 0  

2014 6 83.3% 2014 0  

2015 37 0.0% 2015 0  

2016 55 10.9% 2016 0  

2017 153 49.7% 2017 0  

2018 53 64.2% 2018 0  

 

審査請求からFA までの期間（か月） 
通常出願     ＰＰＨ     

年 件数 平均値 最大値 最小値 年 件数 平均値 最大値 最小値 

2012 1 89.0 89 89 2012 0    

2013 3 91.3 120 69 2013 0    

2014 6 81.0 132 54 2014 0    

2015 37 36.5 77 12 2015 0    

2016 55 46.5 148 12 2016 0    

2017 153 70.8 160 4 2017 0    

2018 53 91.5 152 11 2018 0    

 

審査請求から最終処分までの期間（か月） 
通常出願     ＰＰＨ     

年 件数 平均値 最大値 最小値 年 件数 平均値 最大値 最小値 

2012 1 94.0 94 94 2012 0    

2013 3 123.3 176 91 2013 0    

2014 6 98.0 139 64 2014 0    

2015 37 36.5 77 12 2015 0    

2016 56 49.8 148 12 2016 0    

2017 154 73.1 160 4 2017 0    

2018 54 93.6 160 11 2018 5 33.4 54 25 

 

OA の回数（回） 
通常出願     ＰＰＨ     

年 件数 平均値 最大値 最小値 年 件数 平均値 最大値 最小値 

2012 1 1.0 1 1 2012 0    

2013 3 2.7 3 2 2013 0    

2014 6 1.7 3 1 2014 0    

2015 37 0.0 0 0 2015 0    

2016 55 0.2 3 0 2016 0    

2017 153 0.5 3 0 2017 0    

2018 53 1.0 2 0 2018 0    

 

申請からFA までの期間（か月）    申請から最終処分までの期間（か月） 

 

 

 

 

 

 

  

通常出願   ＰＰＨ   

年 件数 一発登録率 年 件数 一発登録率 

2012 1 0.0% 2012 0  

2013 3 0.0% 2013 0  

2014 6 0.0% 2014 0  

2015 37 0.0% 2015 0  

2016 55 0.0% 2016 0  

2017 153 11.1% 2017 0  

2018 53 1.9% 2018 0  

ＰＰＨ     

年 件数 平均値 最大値 最小値 

2012 0    

2013 0    

2014 0    

2015 0    

2016 0    

2017 0    

2018 0    

ＰＰＨ     

年 件数 平均値 最大値 最小値 

2012 0    

2013 0    

2014 0    

2015 0    

2016 0    

2017 0    

2018 0    
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